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◆これまでの取り組みと新たな大綱の策定にあたって　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　本町では、平成８年に第１次大綱を策定以来、現在の第４次大綱まで、「持続可能な行政運営」「地
域再生と共創のまちづくり」を目指して、行財政改革の推進を図ってきました。
　この間の財政運営は、経常収支比率が依然高止まりの状況であり、財政の硬直化が続いているもの
の、町の公債費（借金）の状況については着実に改善が図られてきています。
　その一方で、今後は統合中学校整備や２年連続の豪雨災害による復旧・復興への取組、役場庁舎等
複合施設の整備等の大規模な投資的事業により、地方債残高は増加する見込みです。
　厳しい財政状況の中ではありますが、財政の健全化を維持しながらソフト・ハードとも必要な投資
を行い、みなさまに「住んで良かった」、「ずっと住み続けたい」と感じていただけるまちづくりを進
めていくため、第５次の行財政改革大綱を策定するものです。

◆行財政改革大綱の位置づけ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　

　本大綱は町の最上位計画である白鷹町総合計画に掲げる施策を効率的・効果的に実現するため、取
り組むべき改革の方針として位置付けます。

◆基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　

　人口減少・高齢社会のなかで地域・民間・行政の連携をさらに強化し、まちづくりの活性化と町内
経済の循環を促進し、持続性のあるまちづくりを進めるため、地域や民間の力を生かすための事務事
業の整理とより質の高い行政サービスを提供できる組織づくりの視点から４つの基本方針を定め、こ
れを柱として重点課題に取り組み、行財政改革を推進していきます。　

◆計画期間　
　平成 27 年度から平成 31 年度までの５年間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　

（3）効率的な行財政運営の推進 （4）信頼される行政の推進

 1. コミュニティーセンターを核とした地域 づくりの支援

 3. 自主防災活動の充実

リーダーの育成支援
防災意識向上農支援

 1. 業務の民間委託の推進

保育行政の見直し
共同調理場業務の民間委託
業務の民間委託の推進
施設の指定管理者制度及び民間委託
の推進

 2. 委託団体等の組織力強化の推進

観光協会の育成支援

第３セクターの経営健全化

 3. 産業の振興

農工商観の連携による地域力の
向上と産業の振興

 1. 定員管理の着実な推進

 2. 事務事業の見直し

 3. 財政及び公営企業等の健全化

行政評価システムの運用
補助金の定期的な見直し
事務事業の整理

財政の健全化

公共施設等の総合的な管理
公営企業等の経営健全化

（2）民間力のさらなる活用の推進

 1. 町民満足度の向上

行政サービスの充実
情報提供の充実
町民の参画機会の拡充

 2. 人材育成の推進

職員研修の充実
人材育成基本方針の改定
新たな人事評価制度の導入

 3. 危機管理体制の充実

防災センター機能の充実
災害情報等の伝達手段の充実
火災時の初動体制の充実

地域活動の周知

４つの
基本方針

◆行財政改革行動計画の体系

【担当】　総務課総務係
【募集期間】１月 26 日（月）～２月９日（月）
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第５次行財政改革大綱

重点課題について具体的な行動計画を策定し、進捗管理を行うとともに、目標や年次計画については適切な進捗管理が行
えるように適宜見直しや更新をかけていきます。

（1）地域の活力の再生・創造の推進 （3）効率的な行財政運営の推進 （4）信頼される行政の推進

 1. コミュニティーセンターを核とした地域 づくりの支援

特色ある地域づくり活動への支援

支援体制の整備

 2. 自治活動支援の推進

 3. 自主防災活動の充実

リーダーの育成支援
防災意識向上農支援

 1. 業務の民間委託の推進

保育行政の見直し
共同調理場業務の民間委託
業務の民間委託の推進
施設の指定管理者制度及び民間委託
の推進

 2. 委託団体等の組織力強化の推進

観光協会の育成支援

第３セクターの経営健全化

 3. 産業の振興

農工商観の連携による地域力の
向上と産業の振興

 1. 定員管理の着実な推進

 2. 事務事業の見直し

 3. 財政及び公営企業等の健全化

 4. 事務事業の広域連携

行政評価システムの運用
補助金の定期的な見直し
事務事業の整理

財政の健全化

公共施設等の総合的な管理
公営企業等の経営健全化

（2）民間力のさらなる活用の推進

 1. 町民満足度の向上

行政サービスの充実
情報提供の充実
町民の参画機会の拡充

 2. 人材育成の推進

職員研修の充実
人材育成基本方針の改定
新たな人事評価制度の導入

 3. 危機管理体制の充実

防災センター機能の充実
災害情報等の伝達手段の充実
火災時の初動体制の充実

自治組織加入の推進

地域活動の周知

４つの
基本方針

【担当】　総務課総務係
【募集期間】１月27日（火）～２月９日（月）
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第５次行財政改革大綱

重点課題について具体的な行動計画を策定し、進捗管理を行うとともに、目標や年次計画については適切な進捗管理が行
えるように適宜見直しや更新をかけていきます。

（1）地域の活力の再生・創造の推進 （3）効率的な行財政運営の推進 （4）信頼される行政の推進

 1. コミュニティセンターを核とした地域 づくりの支援

特色ある地域づくり活動への支援

支援体制の整備

 2. 自治活動支援の推進

 3. 自主防災活動の充実

リーダーの育成支援
防災意識向上農支援

 1. 業務の民間委託の推進

保育行政の見直し
共同調理場業務の民間委託
業務の民間委託の推進
施設の指定管理者制度及び民間委託
の推進

 2. 委託団体等の組織力強化の推進

観光協会の育成支援

第３セクターの経営健全化

 3. 産業の振興

農工商観の連携による地域力の
向上と産業の振興

 1. 定員管理の着実な推進

 2. 事務事業の見直し

 3. 財政及び公営企業等の健全化

 4. 事務事業の広域連携

行政評価システムの運用
補助金の定期的な見直し
事務事業の整理

財政の健全化

公共施設等の総合的な管理
公営企業等の経営健全化

（2）民間力のさらなる活用の推進

 1. 町民満足度の向上

行政サービスの充実
情報提供の充実
町民の参画機会の拡充

 2. 人材育成の推進

職員研修の充実
人材育成基本方針の改定
新たな人事評価制度の導入

 3. 危機管理体制の充実

防災センター機能の充実
災害情報等の伝達手段の充実
火災時の初動体制の充実

自治組織加入の推進

地域活動の周知

４つの
基本方針

【担当】　総務課総務係
【募集期間】１月27日（火）～２月９日（月）第５次行財政改革大綱（案）




